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１．はじめに

（１）研究の社会的背景

2000年代以降、少子高齢化、核家族化、貧富の格差

拡大など、さまざまな社会的課題を背景とし、地域の

中で生きづらさを抱えた人びとへの対応について、行

政や専門職だけではなく、その人の暮らす地域住民の

力も必要ではないかと言われるようになった。そして

住民が地域で行う活動への支援や、制度の狭間に陥り

課題を抱えた個人をつなぐ専門職としてコミュニティ

ソーシャルワーカー（以下CSW、本稿では地域福祉コー

ディネーターを用いる）の設置が重要であるという認

識が広がり、大阪府をはじめとして全国の自治体でそ

の設置が進んできている。

CSWの支援活動については、課題をもった個人や家

族を支援する「個別支援」と、その課題を住民が受け

止めて地域での解決をめざす活動を支援する「地域支

援」を行い、地域福祉を推進しようとしている。

この研究では、文京区社会福祉協議会（以下、文社協）

の地域福祉コーディネーター（以下コーディネーター）

の活動記録を用いて、個別支援と地域支援の関係を明

らかにし、文京区でのコーディネーターの取組みがど

のような意義を持っているのかを明らかにすることを

目的とする。

（２）研究の経緯

１）先行研究

「個別支援」と「地域支援」という概念について、小

林（2018：36）は、岩間・原田（2012：42）の考えか

たを参照して、次のように述べている。すなわち、岩

間・原田によると「地域を基盤とするソーシャルワーク」

と「地域福祉の基盤づくり」は調和的に進行すること

になっていて、「個別支援」と「地域支援」の質的な差

異は問題になっていない。しかし、「個別支援」にとっ

ての地域と、「地域の基盤づくり」にとっての地域は同

じものであろうか。言い換えれば、岩間が「個別支援」
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の中で示している地域住民と、原田が「地域の基盤

づくり」で示している地域住民は同じものであろうか、

と述べている。さらに小林は、岩間（2012）の議論では、

ワーカーの行う「個と地域の一体的支援」について「個

を地域で支える援助」と「個を支える地域をつくる援助」

という二つの軸で考えており、全体としては、個を支

えるアプローチを中心に捉えていると述べている。

次に松端（2017）は、地域における支援の類型化を

行うことによって、個別支援から地域生活支援、さら

に地域支援という流れで支援が行われていくとしてお

り、個別支援と地域支援の統合化は簡単には行えない

としている。

これらの見解を踏まえて小林は、個別支援と地域支

援のどちらについても、CSWはネットワークをつくる

働きをするが、その相手となる地域住民は異なるとい

う考え方を示している。

このように、「個別支援」と「地域支援」に関しては、

さまざまな捉え方がある。

２）コーディネーターの配置体制

一方で、文社協のコーディネーターは実践を通して

地域支援、個人支援
1

の両方の側面から地域と関わって

きた。

文京区は
2

、「地区社協」のような住民主体の福祉的な

活動組織はない一方で、東京23区の中では町会の基盤

が強いとされ、昔から町会が福祉的なニーズへの対応

を担ってきていたと言える地域である。しかし、近年

では自営業の店舗や日中まちにいる住民が減り、町会

役員の高齢化が進み、活動を担える人材がそろう町会

は少なくなってきている。それに伴い、民生委員・児

童委員の福祉的な活動への期待が大きくなってきたと

考えられる。また、時代の変化と共に住民の個人情報

に関する意識がより厳しくなり、オートロックマンショ

ンの増加など住環境の変化に伴い、従前のように本人

や近隣から個人情報を得ることが難しくなっていると

いう現状がある。このような背景から、福祉的な課題

を持つ住民が地域の中で発見されたとしても、その時

には既に課題が重大で複雑になり、住みなれたところ

で暮らし続けたいという本人の希望に反し、在宅生活

が維持できないという事例が度々あった。

これに対して、コーディネーターを配置する以前の

文社協では、アウトリーチによって地域の課題を拾う

という部署はなく、専門職とのかかわりは権利擁護セ

ンターを中心としたものに限られており、また、地域

を支えるインフォーマルな資源との関わりも、ボラン

ティアセンターへのボランティア活動団体からの相談

への支援に限られていた。このため、「制度的に適用さ

れるサービスはないが、福祉的に困っておりボランティ

アの力をかりたい」という課題を持つ個人からの相談

への対応や、地域の生活課題に対応するために地域住

民が活動を行う際に立ち上げから寄りそって支援を行

う体制は充分ではなかった。

こうした制度の狭間における課題を解決するために、

文社協では平成24年から4年間の地域福祉活動計画を策

定し、「小地域福祉活動」の推進を最重点事業に位置づ

けた。その推進のため、専門職として「地域福祉コーディ

ネーター」を日常生活圏域に１名ずつ順次配置するこ

ととし、24年度は駒込地区をモデル地区として1名配置

した。

3）個人支援の特徴

コーディネーターの配置当初は個人支援への相談対

応の回数が多かった。特に支援回数が多いケースでは、

地域住民や民生委員・児童委員、各専門機関と連携し

た支援を行い、地域会議を開催し、みまもりボランティ

アの導入へつなげるなどの活動を行い、関わった住民

や専門職から信頼を得られるようになった。相談を窓

口で待つのではなく、地域に出向いて（アウトリーチ）

地域課題を発見することで、課題を持った本人からの

相談によってだけではなく、地域住民や町会、民生委

員が心配している個人を発見し、その情報につながっ

て直接支援をしたり、あるいは、相談を受けた専門
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機関からもたらされた情報をもとに支援を行っている。

時には、地域支援として出向いた地域の居場所で地域

住民からの相談を受けることもある。アウトリーチの

意義は、本人が課題感を持っていなかったとしても課

題を把握し、状況が重大になる前に支援対象者とつな

がることで、とりかえしのつかない状態になることを

未然に予防をすることにある。

４）地域支援の特徴

コーディネーターの活動が始まった当初の地域支援

は、支援の対象や内容が明確に定まっていなかった。

このため、半年間で地域支援の活動対象となった28件

のうち22件は町会・自治会やサロンでのコーディネー

ターに関する周知、挨拶が中心であった。しかし半年

を越えると徐々に住民活動の立ち上げに関する相談が

入るようになり、サロン活動や、学習支援団体の立ち

上げといった支援が始まっていった。

またコーディネーターの配置当初、啓発や挨拶以外

での地域団体へのかかわりは、ボランティアセンター

が従来行ってきたマッチングや、イベントの運営支援

などが中心であったが、時間の経過とともに活動の立

ち上げへのニーズが寄せられるようになり、コーディ

ネーターは団体活動の支援をすることに加え、必要に

応じて住民と共に活動を立ち上げ、伴走支援に移行し

ていくというスタイルが加わっていった。その際、コー

ディネーターが活動の運営に関わったり、他の団体や

住民、行政につなげたりして、住民だけでは突破が

難しい壁を一緒に乗り越えるための支援を行うように

なっていった。

５）居場所作りへの取り組み

このようにして地域支援を行ってきた中で、住民や

関係者と一緒に生みだしてきた活動の中から、継続性

を持ち、単一の目的だけを目指して活動するのではな

く、多数の福祉的機能を持って活動する“居場所”が

生み出されることとなった。この活動は徐々に広がっ

ていって、現在区内では複数の居場所ができつつある。

コーディネーターのひとりである浦田（2018：57-59）

は、居場所の形成と多様な活動の広がりを次のように

整理している。

①居場所と相談機能

居場所では、相談実施中という看板を掲げなくて

も、様々な人の相談がある。相談をする方も受ける方

も住民なので、多くは「話を聞く」もしくは「共感す

る」ことで気持ちが済むことが多く、そのような役割

をたまたまそこに居合わせている住民がはたしてくれ

る。住民だけでは受け止めきれない場合には、コーディ

ネーターが相談を受け、適切な専門職につなげて共に

サポートしていく。

②社会的孤立と居場所

さまざまな理由により、社会とつながりづらい状況

に陥っているとき、課題が大きくなってから発見され

ることがある。しかし、居場所につながることで、些

細なことについて同じ住民同士で相談することができ

るようになる。

③居場所の存続条件

また、こういった居場所での活動が持続する条件と

して、ⅰ居場所の来所者を限定しない、ⅱ多機能な活

動の場にする、ⅲ運営体制は多様な主体で構成される

協議体形式にする、ことが重要である。

こういった居場所では、参加者も運営者も地域の住

民で、受け手と担い手の垣根が低くなり、社会的孤立

の予防になったり、孤立を発見する機能を持ったりす

ることがコーディネーターの実践から明らかになって

きている。

上記のような多数の機能を持つ居場所、そして多数

の機能は持たなくても、単一または複数の機能を持つ

場や活動が相互に連携しあい、補完し合いながら身近

な地域にできていくことで、多くの人がどこかで誰か

とつながることのできる地域づくりにつながっていく

と考えられる。

モデル地区配置から6年が経過し、現在は8名の地域
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福祉コーディネーター兼生活支援コーディネーターが

配置されている。これだけの急拡大を行うことができ

たのは、複合的な課題への対応と地域づくりの両面か

ら、地域福祉コーディネーターの役割が地域にとって

重要であるという認識が受け入れられてきたからであ

るといえる。

２．研究の方法

（１）研究の枠組み

本研究では、地域福祉コーディネーターがどのよう

な社会資源とどのようなネットワークを組んで活動し

ているのか、その活動におけるコーディネーターの持

つ役割は何かについて統計データを中心に分析する。

1）使用するデータ

コーディネーターは、日々の活動を記録に残し、一

定の期間ごとに集計して活動報告書を作成している。

記録は、Excelの形式を利用し、１行に活動のひとつを

記入し、列に「日付」「地区（地域活動センター 9圏域）」

「個人No」「地域No」「やりとりの相手」「活動内容」「対応」

「支援タイプ分類」「コーディネーターの思い・気づき」

などを記載する
3

。

2）ＩＤナンバー

ＩＤナンバーは、「個人No」（A1,A2,A3,…）と「地域

No」（B1,B2,B3,…）に分かれ、コーディネーターが支援

を行う対象である個人、または地域活動のプロジェク

トを特定する番号である。このナンバーは、支援対象

に対して直接的に関わっている時だけでなく、支援対

象以外の人や活動と共に、支援対象に関連する連携を

した際についても記入する。この番号を名寄せするこ

とによって、支援対象に対してコーディネーターがど

のようなサポートを調整しているかを可視化すること

に役立つ。

3）支援タイプ分類

支援のタイプは、巻末の資料１のように分類する。個

人に対してのアプローチや支援を行う「個人支援」では、

その支援対象に直接会う、話す、同行するなどの行動

を行う直接支援、その対象を取り巻く近隣住民などの

関係者やケアマネジャーなどの専門職との関係を調整

し、情報を共有し、支援方針を決定していく等の間接

支援とに分けている
3

。

個人直接支援、個人間接支援は、更に関係形成、個

別対応、連絡調整に支援の性質を細分化している。個

別対応だけでなく関係形成という項目が入っているの

は、支援対象者との関係を築くために意図的に訪問し

たり、長めに話を傾聴したり、本人の希望に沿った動

きを行ったりするなどの対応を反映させている。

関係形成の重要性は、本人から直接相談があった場

合でも、本人が自身の本質的な課題を明確に捉えて相

談に来ることは少なく、専門職の目でのアセスメント

が必要になるからである。この際、本人と関係性をつ

くっていくことにより、より円滑に支援対象者の話を

引き出し、支援を受け入れてくれることにつながる可

能性がある。また本人からの直接の相談ではない場合、

自ら受援を申し出ているわけではないので、円滑な支

援につなげるためにも本人との関係形成が欠かせない。

このため、時には本人に会えなくても、名刺や手紙を

ポストに入れ入れておくことや、追い返されてもまた

訪問するといった動きも関係形成による支援の一部と

している。

本人と関係のある近隣住民や、民生・児童委員、親

族などとも、ニーズをキャッチするため、また本人を

サポートするネットワークをつくるためにも関係形成

が必要となってくる。

これに対して地域支援では、支援対象は個人には限

定されず、活動のプロジェクトを対象としている。また、

地域支援の場合には活動の立ち上げプロセスを支援の
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性質としてカウントしている。

地域支援でも個人支援と同様に、まずは関係形成を

行う。この関係形成の中には、地域のイベント等に出

向いて情報収集を行うことや、活動を行うメンバーへ

の思いを確認することなどが含まれている。

立ち上げ支援では、必要な場合にはコーディネー

ターも活動の中に入り、活動が持続的な運営になるよ

うに支援を行っていく。この中には、活動の役割分担

や、地域住民への周知への協力、助成金申請の支援な

どが含まれている。また、運営支援はコーディネーター

がその場にいなくても運営を行うことができる団体に

対しての支援である。これには活動の中で出てきた福

祉的相談への専門的な対応や、住民だけでは解決しき

れないような課題が出てきた場合の支援、一つの活動

から新たな活動が出てきたときの立ち上げに対する支

援などが含まれている。相談を受けた活動の種類によっ

て、どの段階の支援から行うかは異なるが、まったく

新規の相談の場合や、場所を提供するので何かの活動

に使ってほしいというような相談の場合には、関係形

成→立ち上げ支援→運営支援→…という形で支援が進

んでいく。

３．�コーディネーターの活動の統計
分析

（１）支援タイプ別件数

平成24年度から平成29年度の活動記録の中から、支

援タイプ別の件数をまとめたものが図表１である。

個人支援の合計と、地域支援の合計を見ていくと、

地域支援の割合が年々増え、平成29年度にはほぼ倍に

なっている。個人支援は、平成27年度に４地区配置が

完了してからの総数はほぼ安定しているが、地域支援

の伸び幅は減少しているものの、実数は増え続けている。

割合が大きく変化しているのは２回で、平成25年度

は前年の活動によって地域住民との信頼関係ができて

地域福祉コーディネーターの認知につながり、居場所

づくりの取り組みをはじめたことが影響していると考

えられる。また平成28年度には、全地区２名体制となり、

より地域支援に取組みやすい環境が整い、地域支援の

量が増大したと推測できる。

個人支援の中では、１年目から一貫して直接支援よ

りも間接支援の回数が多くなっているが、これは、コー

ディネーターの働きとして、地域から孤立しがちな対

図表１　支援活動タイプ別支援件数（平成24年度～ 29年度）

年度 コーディ
ネーター

個人支援 地域支援

直接支援 間接支援 合計 関係形成 立上げ 運営 連絡調整 合計

H24 １名 278 536 814 189 189

H25 １名 229 637 866 626 628

H26 ２名 552 1177 1729 312 571 487 33 1403

H27 ４名 935 2302 3237 845 816 833 513 3007

H28 ８名 889 3078 3967 1702 1064 2054 834 5654

H29 ８名 837 2213 3050 1663 1497 2157 631 5948
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象者そのもののサポートも重要であるが、その対象者

を支えるネットワークを調整し、構築することが役割

の特徴であることを示している。

（2）関係資源別件数

1）関係資源の種類と対応件数

平成29年度から、新たに記録の項目として取り入れ

たのが「やり取りの相手」というカテゴリである。平

成28年度までの記録では、対応した相手の欄は記述式

になっていて、個人名や活動団体名を記載していたが、

担当コーディネーターによって記入の仕方がまちまち

であり、量的な分析を行うことが困難でであったため、

分類カテゴリを用いることにした。これにより、コー

ディネーターが活動を行う際に、どのような資源との

ネットワークを用いているかを可視化しやすくなった。

ネットワークとは、単に連絡を取り合うという以上

にそれぞれの役割への相互理解があることや、何かあっ

た時に連携して動くことができる相手との信頼関係だ

といえる。そういった関係を一朝一夕につくることは

難しく、新しいコーディネーターは、まず様々なとこ

ろに顔を出し、関係を作るところから始める必要がある。

なお、対応相手に団体などの所属先がある場合は、

そちらを優先して選択した。また、これらのカテゴリ

をフォーマル資源またはインフォーマル資源に分類し

ている。インフォーマル資源は、地域住民などが制度

に基づいていない相手であり、フォーマル資源は、行

政などの公的機関や専門的機能を団体、さらには、民

間団体である。以上の分類を図表２に示す。

この分類に基づいて作成した平成29年度の相手先資

源の一覧が図表３-１, ３-２に示されている。

図表２　相手先資源分類
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図表３-１　相手資源別対応数（全体）
順位 相手資源 対応数 割合

1 ボランティア・市民活動団体 2918 27.5%
2 本人・親族 853 8.0%
3 町会・自治会 775 7.3%
4 高齢者あんしん相談センター 752 7.1%
5 民生・児童委員 687 6.5%
6 ボランティア 463 4.4%
7 福祉施設 402 3.8%
8 大学 381 3.6%
9 みまもりサポーター 270 2.5%
10 高齢福祉課 268 2.5%
11 生活福祉課 265 2.5%
12 企業・事業所(民間) 238 2.2%
13 その他行政 190 1.8%
14 地域活動センター 141 1.3%
15 近隣住民・友人 139 1.3%
16 サービス事業所 128 1.2%
17 他社協 123 1.2%
18 医療施設 122 1.2%
19 地域福祉推進係 101 1.0%
20 福祉政策課 97 0.9%

図表３-２　相手資源別対応数（個人支援、地域支援別）
順位 相手資源 回数 割合

個
人
支
援

1 本人・親族 771 25.7%
2 高齢者あんしん相談センター 391 13.1%
3 民生・児童委員 251 8.4%
4 生活福祉課 218 7.3%
5 みまもりサポーター 190 6.3%
6 ボランティア・市民活動団体 173 5.8%
7 近隣住民・友人 95 3.2%
8 高齢福祉課 88 2.9%
9 あんしんサポート文京 73 2.4%
10 障害者基幹相談支援センター 65 2.2%

地
域
支
援

1 ボランティア・市民活動団体 2705 44.2%
2 町会・自治会 673 11.0%
3 ボランティア 391 6.4%
4 民生・児童委員 343 5.6%
5 福祉施設 310 5.1%
6 大学 214 3.5%
7 高齢者あんしん相談センター 207 3.4%
8 企業・事業所(民間) 161 2.6%
9 本人・親族 158 2.6%
10 地域活動センター 99 1.6%

全体をみると、対応の相手先としては、組織的に運

営されている地域の任意団体やNPOなどを含むボラン

ティア・市民活動団体が最も多くなっており、次いで、

個人支援の際に関わる本人・親族、高齢者あんしん相

談センター（地域包括支援センター）、住民の自治組織

である町会・自治会、民生児童委員などとなっている。

このように、コーディネーターがかかわる資源は、子

どもから高齢者、生活困窮、障害関係など多様である

ことがわかる。

次に、関係する資源の相手先を、個人支援、地域支

援別にみると、個人支援の場合には、高齢者あんしん

相談センター、みまもりサポーター、生活福祉課など

との関わりが多くなっているのに対して、地域支援の

場合には、ボランティア・市民活動団体、町会・自治

会などが多くなっているなど、違いのあることがわかる。

文社協のコーディネーターは、支援の対象を個人／

地域と限定せず、両面から地域と関わってきたことで、

このように多様な資源と連携できるようになったと考

えられる。

２）支援回数別ケース数

文社協の活動システムでは、個人支援、地域支援そ

れぞれについてIDナンバーを設定しているので、支援

回数別のケース数を算出することができる。個人支援

と地域支援で、それぞれのケースに対して何回の活動

を行っているのかを表したのが、図表4である。

図表４　対応回数別ケース数（個人／地域別）
支援回数 ケース数

個人支援

1 ～ 9 回 247
10 ～ 19回 30
20 ～ 29回 14
30 ～ 39回 9
40 ～ 49回 4

50回～ 7
計 311

地域支援

1 ～ 9 回 225
10 ～ 19回 52
20 ～ 29回 23
30 ～ 39回 19
40 ～ 49回 3

50回～ 31
計 353
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これによると、平成29年度における個人支援のケース

数は311件、地域支援のケース数は353件であり、地域

支援の方が個人支援よりも多くなっている。また、１

～ 9回の支援回数では個人支援が247ケース、地域支援

が225ケースで、個人支援の方が多くなっているが、10

回以上になると、圧倒的に地域支援の方が多くなって

おり、特に、50回以上では個人支援が7ケースであるの

対して、地域支援は31ケースとなっている。

このことは、個人支援の場合、ある程度の回数の対

応が行われると、支援の終了や一時中断ということに

なる可能性があるのに対して、地域支援の場合には、

地域の団体活動への支援が継続して行われるため、長

期にわたる頻回の対応になる可能性があることを示し

ている。

（3）個人支援のタイプと対応資源

次に、個人支援と地域支援という支援タイプと対応

した資源との関係について検討する。

1）個人支援における対応方法と相手先資源

図表５で個人支援の対応総件数をみると、①に見ら

れるように、直接支援に対して間接支援の数の多いこ

とが分かる。平成29年度だけでなく、それ以前の年度

でも、個別支援と間接支援との割合は１：３程度となっ

ている。これは、コーディネーターが、関係する資源

と連携し、調整することを重視していることを示して

いる。すなわち、個人支援においては、コーディネーター

が課題に一人で対応するのではなく、個人をとりまく

環境を調整し、他の資源につなげていくことが重要で

あることを示している。小林（2018:36） は、こういっ

たコーディネーターの役割について「かかわる」「より

そう」「つなげる」支援であると述べている。

次に、コーディネーターはそのような個人支援にあ

たって、どのような相手と連携しているかについて、

②に注目してみると、フォーマル資源とのやり取りが

41%でもっとも高くなっている。コーディネーターの活

動全体で見ると、ボランティア・市民活動団体などの

インフォーマル資源との関わりが多いことは先述のと

おりであるが、個人支援ではなぜこのような結果とな

るのかについては、頻回対応ケースを使って検討する。

これは、少数回の対応よりも、頻回対応の方に、コーディ

ネーターの業務の特質がよく表れると考えるからであ

る。

2）頻回支援ケースの分析

図表４の支援回数別ケース数のうち、便宜的に、支

援回数が20回以上のものを頻回ケースとし、その中で

も特に支援回数の多い３ケースを最頻回ケースとす

る。ただし、集計期間が平成29年度に限られているため、

支援回数の少ないものについては、年度の変わり目で

の終結や開始というケースも含まれている。

最頻回、頻回についてまとめたのが、図表６である。

支援回数20回を越えるケースでは、フォーマル資源

図表５　個人支援の対応方法と相手先資源

個人  直接支援 個人  間接支援
支援

タイプ
合計

相手先資源

資源
合計関係形成

個別対応

①
連絡調整 関係形成

個別対応

①
連絡調整

フォーマル
資源

②
イン

フォーマル
資源

本人・
親族 その他

146 601 56 181 1605 170 2759 1222 849 771 155 2997

5.3% 21.8% 2.0% 6.6% 58.2% 6.2% 100.0% 40.8% 28.3% 25.7% 5.2% 100.0%
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とのかかわりがインフォーマル資源とのかかわりより

も多くなっているが、最頻回ケースではその傾向が顕

著になっている。このようなケースの特徴をコーディ

ネーターの記録から見ると、支援対象者の他者依存が

強い、攻撃性が高い、支援拒否があるなど、支援上

の課題となる複数の要素がみられる点で共通しており、

支援上の困難性が高いケースだといえる。

対応回数が249回で最も対応回数の多かったケースは、

高齢であるが生活は自立しており、介護保険サービス

などの公的な高齢福祉サービスにはつながらない、経

済的な課題がある、精神的な不安や依存傾向から自分

を取り巻く支援者（専門職、民生・児童委員、親族な

ど）へ何度も連絡を入れ、これらの支援者が自分の思

う通りに動かないと言葉での攻撃や自傷の予告を繰り

返すなどの特性があり、当初の見立て以外の部分での

本人への対応が求められていた。このように支援の困

難性が高い場合には、地域住民などの専門職ではない

インフォーマル資源にサポートネットワークを形成し

てもらうことには困難が伴うことが多いため、コーディ

ネーターは、本人を取り巻くインフォーマルネットワー

クに対しては本人状況の変化のみまもりを依頼し、近

隣と本人とのトラブルについて傾聴し、個人情報に配

慮したうえで、本人の状況を共有するといった活動を

していた。

一方、フォーマル資源（専門職）とのかかわりでは、

インフォーマル資源から入った情報も含め頻繁に情報

を共有し、多職種がかかわりを持ち、チームになって

支援にあたることができるように、それぞれの専門職

の間を取り持つ調整を行った。状況が動かない場合で

も、専門職間でお互いに方針を確認し、連携を深める

ため、カンファレンスの呼びかけなどを行った。

このように支援に困難を伴うケースの場合、図表６

のように関わる資源の種類が多いという特徴もあった。

頻回ケースが関わった相手先の平均が6.6種類なのに対

して、最頻回ケースではいずれも14種類以上の資源と

のやりとりが行われていた。

次に、支援のタイプ別に見ると、個人の間接支援の

個別対応の数が多くなっているが、このことから、上

でも述べたように、専門職との調整や対応がコーディ

ネーターの主な役割になっていることが確認できる。

一方で、最頻回以外の頻回対応ケースを見てみると、

全体にはフォーマル資源とのやりとりがインフォーマ

ル資源とのやりとりより多くなっているが、ひとつひ

とつの事例を見ていくと、最頻回ケースと同じように

フォーマル資源とのやり取りが多く、専門職との連携

が中心となっているものが11ケース、インフォーマル

資源とのやり取りが多く地域住民などとの連携が多く

なっているものが14ケースとなっている。

図表６の例４は前者であり、高齢、独居、ごみ屋敷、

経済困難といった課題を抱え、主に専門職との連携が

コーディネーターの活動の中心となっていた。

例５は後者であり、支援対象者は文京区社協のみま

もり訪問事業
4

に登録していたが、入院への対応に伴う

情報共有を行ったり、ひきこもりがちにならないよう、

図表６　頻回、最頻回ケースの支援回数

支援
回数
合計

相手先資源 個人直接支援 個人間接支援

フォー
マル資

源

イン
フォー
マル資

源

本人・
親族 その他 種類 関係

形成
個別
対応

連絡
調整

関係
形成

個別
対応

連絡
調整

最頻回ケース
（例1） 249 170 28 65 15 14 6 59 1 8 156 15
（例2） 124 96 6 40 11 17 1 33 2 8 71 2
（例3） 96 53 19 24 6 15 4 14 5 1 69 4

頻回ケース
（31）

合計 1210 415 362 363 70 6.6 39 277 31 44 605 90
（平均） 39.0 13.4 11.7 11.7 2.3 0.2 1.3 8.9 1.0 1.4 19.5 2.9
（例4） 36 22 3 3 8 9 1 3 1 26 2
（例5） 27 2 13 8 4 6 8 1 10 5
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交流会に誘ったりするなどの支援を行っていた。

例５のように、インフォーマル資源とのやりとりが

中心となるケースのうち11ケースは１年以上の長期に

わたって支援が継続しているケースであった。これら

は、関わりの当初はそれほど困難性が大きくなく、イ

ンフォーマル資源等につながり、みまもり等が行われ

ていたが、年数の経過とともに状況が変化し、それ

とともにインフォーマル資源との協力が必要になった

ケースが多くなっていると考えられる。また、孤立せ

ずに地域のインフォーマル資源につながっていること

で、複数回の対応が必要な複雑な課題や困難性が表れ

ても、もとからつながっていたネットワークによって

変化が発見され、地域での生活の維持が可能になった

と考えられる。

頻回以外のケースでも、いくつかの支援のタイプが

見られる。例えば、インフォーマル資源、またはフォー

マル資源につなぐことで大きな問題なく支援が終わる

ケースや、支援拒否のため本人には会えず、インフォー

マル資源またはフォーマル資源のいずれかにみまもり

を依頼し、何かあった時の相談相手となっているケー

スなどがあった。こういったケースの中には、長期的

にみまもりを行っていたインフォーマル資源や、フォー

マル資源の協力を得て本人の状態や周辺の変化を把握

し、本人支援が始まり、先に記載したような頻回、準

頻回対応のような動き方をするようになったケースも

あった。

3）個人支援のまとめ

以上を踏まえ、特にコーディネーターの支援の特徴

が出やすいと思われる対応回数が10回以上となってい

るケースをタイプ分けすると以下のようになる。

【タイプ①】フォーマル資源、本人支援が多く、支援回

数も多いケース

・ 最頻回対応ケースに代表され、支援困難ケースに特

徴的

・ 主に、フォーマル資源とのネットワーキング、連携

が中心

・ インフォーマル資源とは本人状況の共有、情報収集

を行う

【タイプ②】インフォーマル資源との関わりが多く、本

人支援もある頻回ケース

・ インフォーマル資源（特に見守りサポーターやボラ

ンティア団体など）と連携し本人支援を行う

・ インフォーマル資源による支援から状況の変化を把

握しコーディネーターの支援がはじまる

【タイプ③】 本人支援が少なく、主にフォーマル資源と

インフォーマル資源とも一定数やり取りのあるケース

・ 周りは本人状況を心配、拒否などで本人支援につな

がっていない

・ フォーマル資源や、インフォーマル資源と情報共有、

みまもり体制の調整をおこなう

【タイプ④】 本人支援が少なく、インフォーマル資源と

のやり取りが一定数あるケース

・ インフォーマル資源からの情報を共有し、本人支援

をサポートする

・ コーディネーターの本人とのかかわりは少なくなる

（4）地域支援のタイプと相手期先資源

1）地域支援のタイプと相手先資源

次に、地域支援について分析を行う。図表７は、平

成29年度に地域支援を行った活動数の全体を関係資源

別、支援方法別にまとめたものである。

表中の①に示されているように、個人支援とは異な

り、地域支援においてはインフォーマル資源との関わ

りが大部分を占めている。また、支援のタイプ分類で

は、②のように、運営支援の数が最も多くなっている

が、関係形成、立ち上げ支援に関しても回数が多くなっ

ており、図表５の個人支援ほどの差はない。
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2）活動拠点の機能別分類と支援タイプ

次に、支援回数50回以上のケースと、それ未満のケー

スについてそれぞれの支援タイプの数を示したのが図

表８である。

上村（2018）は、文京区における介護保険の介護予

防生活支援総合事業における「通いの場」事業を検討

しているが、この中で、それぞれの団体が実施してい

る活動の数を「機能」として、１～３程度を単機能ケー

ス、４～７程度を中機能ケース、８～ 12程度を多機能

ケースと定義している。この論文でも、地域支援の対

象となる活動数を用いて分類する。

図表８で、まず支援回数が50回より少ないケースに

注目すると、①のようにほとんどが単機能ケースへの

支援ということが分かる。単機能の中では、特に運営

支援の回数が多くなっている。また、支援回数が少な

い多機能ケースに対しては、②のように関係形成が最

も多い。これは、ケースの立ち上げのための準備とし

て関係形成を行っていたものが多いのではないかと推

測できる。

また、支援回数が50回以上のものを見ると、中機能、

多機能のケースの割合が多くなっている。多機能ケー

スのケース数は少ないが、③のように支援回数は一番

多くなっている。

以上を踏まえると、単機能ケースは、立ち上がった

後にそれほど運営支援に関わらないものが多いと考え

ることができる。逆に、多機能のケースでは、運営支

援に移行してからも伴走支援が必要となるものが多く、

単機能とはかかわり方が明らかに異なっていることが

わかる。

また平成29年度中に、関係形成→立ち上げ支援→運

営支援というプロセスを経ていた活動は、支援回数50

回未満では、単機能が18件、中機能が４件、多機能が

０件であった。支援回数50回以上では、単機能が５件、

中機能が８件、多機能が１件であった。単機能は、比

較的支援回数が少なくても立ち上がるものが多いが、

中機能以上になると、支援回数が多くなることがわか

る。特にコーディネーターが立ち上げ、さらに運営支

援が中心となっているケースは、中機能、多機能だと

図表７　地域支援のタイプと相手先資源

地域支援 相手先資源

関係形成 立上支援
運営支援

②
連絡調整 合計 フォーマル

資源

イン
フォーマル

資源

①
本人・親族 その他 合計

1318 1474 2092 596 5480 1508 4261 158 195 6122
24.1% 26.9% 38.2% 10.9% 100.0% 24.6% 69.6% 2.6% 3.2% 100.0%

図表８　活動拠点の機能別分類と支援タイプ

機能別 ケース数 関係形成 立上支援 運営支援 合　計

支援回数 
50回以上

単機能 9 92 256 212 233

中機能 13 141 249 531 242

多機能 4 101 202 275 ③　 435

合　計 26 334 707 1018 910

支援回数 
1 ～ 49回

単機能 182 353 306 502 ①   1161

中機能 37 147 150 243 540

多機能 4 ②　56 19 4 79

合　計 223 556 475 749 1780
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いえる。

3）地域支援頻回ケースの分析

次に、支援のタイプと関係資源の分析を中心として、

支援回数が多いケースをとりあげる。個人支援の場合

と同様に、支援回数の多い居場所作りについて分析す

ることで、コーディネーターの活動の一端が可視化で

きると考えるためである。

特に支援回数の多い100回以上の対応を行っている

ケースは、中機能の活動の立上げ支援（テーマとしては、

学習支援、不登校児支援、居場所の中の活動など）、も

しくは、前述の「居場所」の立上げ支援、運営支援となっ

ている。

図表９、10　は、地域支援の中でも、昨年度回数の

多かった居場所作り支援の３つの事例を抜き出してい

る。

①の支援タイプ分類の欄を見ると、事例αは居場所

の立ち上げ支援期にあり、相手先は、居場所作り活動

の主体となるインフォーマル資源であるが、フォーマ

ル資源にもかなりの回数働きかけを行っている。

事例βと事例γについて支援タイプ分類の欄を見る

と、運営支援期に移行していることがわかる。相手先

はインフォーマル資源がほとんどを占めているが、立

ち上げ期の事例αと目立った違いはない。

事例βと事例γは、ともにその活動から新しい活動

を生み出す機能（インキュベーター機能
5

）を有しており、

それぞれ22個、14個の新しいプログラムを生み出して

いる。平成29年度末現在で、住民が自主的に活動を運

営するようになる運営支援期に入ると、そこから新し

い地域活動が生み出されることになるが、コーディネー

ターがそのような動きに対応していくことで、支援回

数が多くなっていると考えられる。

また、図表10をみると、対応先の資源の種類も、個人

支援に比べ多くなっている。多機能な居場所以外の地域

支援でコーディネーターが関わる資源数の平均は3.05種

類となっていることからも、多機能な居場所作りには、

多種の資源とのネットワークを作って支援活動を行っ

ていることがわかる。また、関わった資源の詳細を見る

と、運営支援期の事例βや事例γでは、立ち上げ期の事

例αと比べ企業や大学とのかかわりが増えており、活動

の広がりによって立ち上げ期にはあまりなかった資源

と連携しているのではないかと考えられる。

図表９　地域支援頻回ケースの分析

プログ
ラム数

対応
回数

相手先資源 ①　地域支援
フォーマ
ル資源

フォーマ
ル資源

本人・
親族 その他 資源種類 関係形成 立上支援 運営支援 連絡調整

事例α 8 238 56 143 3 19 21 39 143 42 21
事例β 9 159 15 113 18 18 30 2 94 6
事例γ 10 177 48 132 1 7 18 11 3 136 25

図表10　相手先資源分類

資源分類
ボラン
ティア
・市民活
動団体

ボラン
ティア

町会・
自治会

家主・
管理人

近隣
住民・
友人

本人・
親族

民生・
児童
委員

行政
地域
活動

センター
医療
施設

企業・
事業所

（民間）

包括
支援

センター

大学
など
学校

福祉
施設・
団体

学識
経験者 社協 その他

事例α 103 14 14 3 6 3 3 4 16 30 2 2 1 1 5 11 3
事例β 110 16 3 1 3 7 5 12 14 6 11
事例γ 87 6 4 6 1 1 6 2 3 9 12
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次に、平成29年度コーディネーターの地域支援の中

でも最頻回支援だった事例αについてとりあげる。こ

の事例は、居場所の立ち上げ期の事例であり、居場所

の立上げ期におけるコーディネーターの機能の特徴を

示している。

事例αは平成28年度に、オーナーから空き部屋の活

用をしたいという相談があり、関係形成や情報収集が

はじまり、平成29年度は立ち上げ支援期になった。こ

の間居場所づくりについてさまざまな関係者や地域住

民の理解を深め、方向性を共有し、その運営について

協議を行う実行委員会の開催を目指した支援を行って

いた。また、居場所運営の核となる複数のボランティア・

市民活動団体と連携をしながら、多様な活動主体に呼

びかけ、準備期間中にはインフォーマル資源、フォー

マル資源のどちらにも働きかけを行っていた。特に、

町会・自治会などの地縁組織や行政には活動への理解

を促し、周知等の協力が得られるようにした。

多様な活動主体や地縁組織等が協議の場を持ち、そ

れを組織化していく実行委員会は、他の居場所でも開

催しているところが多く、コーディネーターはその調

整役として機能している。この事例では、次の段階の

プレオープンに向け、この場所のオーナーである医療

施設との調整が多くなっていった。

プレオープンを経て正式にオープンした後には、社

会貢献を行っている民間企業や、個人支援の対象者を

受け入れるなど、オープン前にはなかった資源ともつ

ながりが生まれていた。また、個人ボランティアとの

やり取りもオープン後に増えていった。

このように、多機能な居場所づくりでは、特にイン

フォーマル資源を中心とした多様な資源との活動が多

くなっている。

以上のように、コーディネーターの居場所づくりに

おける地域支援の流れとしては、①地域の情報・ニー

ズを知り、地域のキーパーソンを見つけるたり、思い

を持った活動者と出会う、②活動の核になる人と活動案

やスケジュールを作成する、③活動を行う団体や、地

縁関係者、関係機関を集め、活動の方向性を協議して

決める（運営会議、実行委員会など）、④何度か③を行い、

活動の仕組みや資金について話し合い、また、活動に

ついて地域に周知を行う、⑤助成金の案内と申請をサ

ポートする、⑥コアメンバーを組織する、⑦負担にな

らないところから活動をスタートし、振り返り等を行

いながら運営を安定化させていく、といった流れになっ

ている。

４．考察

ここまでの文京区社協の実践を振り返ると、次のよ

うにいえる。

第１に、支援タイプ別件数では、地域支援の回数の

ほうが個人支援よりも多かった。また、個人支援の中

では、個人間接支援の支援回数が直接支援よりも大き

くなる傾向にあった。

第２に、相手先の資源との関係では図表11のように

なる。

これを見ると、特に個人支援で支援回数の上位のも

のはフォーマルな相手先とのやり取りが多くなる傾向

があり、支援回数の多くなる困難ケースでは、専門職

とのやり取りやネットワークが重要となるといえる。

また、地域住民だけでは支えきれないような課題を抱

えた個人に対しては、フォーマルなネットワークでの

対応が重要となる。

逆に、地域支援では、支援回数の多さと資源の種類

にはそれほど関係がなく、多様な資源と関わって地域

支援をしていることが分かった。これらのことから、

コーディネーターは、個人支援と地域支援では異なる

ネットワークやプロセスを用いて支援を行っていると

考えられる。

第３に、以上のことから、コーディネーターの機能

を支援のタイプと関係資源についてまとめると、図表

11のようになる。
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４つのセルで、情報収集・共有は共通している。左

上の個人支援におけるインフォーマル資源との関わり

は、みまもり体制の構築やインフォーマル資源へ活動

支援となっている。また、左下のフォーマル資源との

関わりでは、公的なサービスやネットワークの調整が

メインになっている。

地域支援では、コーディネーターは支援回数の多く

なる居場所づくりに力を入れており、右上のインフォー

マル資源とは活動の立ち上げや運営支援を一緒に行

い、右下のフォーマル資源とは広域的な活動を取り入

れ、地域づくりにまで発展していくことを想定してい

る。言い換えると、「隙間」への対応をコーディネーター

だけで行うのではなく、ネットワークと共に活動を行

うことと、ニーズを発見し活動への立ち上げまで行っ

図表11　個人支援と地域支援の相手先資源の割合

図表12　支援タイプと関係資源のまとめ



32 33

地域福祉コーディネーターの活動における支援タイプと関係資源―文京区社会福祉協議会のコーディネーター記録分析―／近藤　秋穂・浦田　愛・小林　良二

ていることになる。

第４に、このことをネットワーク形成の観点からま

とめみると、個人支援の場合には、個人を支えるネッ

トワークを形成し、地域支援、特に居場所作りの場合

には、社会的孤立を予防し取り返しのつかない状況に

なる前につながりをもてる場所のネットワーク、そし

て、心配な人が地域に居たときにはその人を受け止め

ることのできるネットワークを形成するための支援を

しているといえる。

５．おわりに

ここまでコーディネーターが活動するうえで、ネッ

トワークづくりが非常に大切になってくるということ

を示してきた。個人支援の際に課題となる、住民と住

民の間の隙間や住民と制度の隙間、地域活動の課題と

なる、住民活動を伴走支援する存在や一緒に壁を乗り

越える存在となることに対して、コーディネーターが

どのように活動を行っているのかという一端を示すこ

とができた。

このような活動をしていくことで、地域の方と共に、

予防的な取り組みをしていくことができると言える。
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